大阪府立大学の改革指針（案）の概要


　









　●公立大学法人大阪府立大学に対する府の「中期目標」期間の終了を


迎える中、府では現下の大学を取り巻く諸情勢を踏まえ、今後の府立大学のあり方に対して戦略本部会議（H２１年９月）で問題提起を行った。


　●これを受け、府立大学で改革案を練り、その改革案を戦略本部会議


（H２１年１２月）で議論。


　●本指針は、これらの経緯を踏まえ、大学の改革案をベースに、大学の設立団体として、今後の府立大学の具体的な方向性を取りまとめるもの。





なぜ、いま府大改革か　～新たな問題提起と大学の決意～








3章　教育研究組織の改革





改　　革　　の　　内　　容





5章　地域貢献の強化





【7章　教育研究環境の整備】～環境モデルキャンパス～


○教育研究組織の改革に伴い新しい学域等を踏まえた学舎配置への変更が必要になるとともに、耐震補強の緊急性等を勘案の上、現行の「キャンパスプラン」の見直しを行う。


○エコキャンパスへの取組みを推進し、地球環境・地域環境に配慮したモデル的な大学キャンパスをめざす。








～選択と集中により四学域の展開へ～


　○複雑化、高度化し、急激に変化する時代・社会のニーズに柔軟に対応できる教育研究体制を確立するため、旧来の学部・学科体制からより幅の広い学域・学類体制へと転換。


　○基本となる教育研究組織は、人材育成や研究開発においてさらなる高みをめざして、「先端技術」「環境」「健康」といった分野に重点化し、４学域体制に。





　











　○学部等に所属する現行教員組織から、教員を学部等とは別の新しい教員組織に所属する体制へと大胆に改革し、より柔軟で機動的な教育・研究活動や地域貢献活動を展開。


　○新たに設置する学域学類等の柔軟な教育体制を活用し、初年次教育をはじめとする教養・基礎教育の再編成や専門教育の充実を図ることにより、社会をリードする高い専門性と実践力のある人材を育成。

















～地域貢献NO１大学、諸機関とのつながりを大切に～


　○公立大学の使命である地域貢献を重点化し、府民に開かれた大学として、存在感、信頼感を感じてもらえる大学をめざす。このため、人材の輩出とともに、産学連携、シンクタンク機能や生涯学習機能を充実。


○大学の地域貢献をより強力に推し進めるため、国内外の諸機関とのつながりを大切にし、それぞれが持てる力をより高める。


○大学と工業高等専門学校を一体的に運営することにより、大阪産業に貢献する幅広い人材育成を進める。


【強化の主な内容】


・「府立大学地域貢献宣言」を制定し、全学的、計画的な取組を推進することで、“地域貢献NO１大学”をめざすこと


・地域貢献活動を総合的に担当する地域連携研究組織を新たに創設し、地域社会とを繋ぐ連絡窓口の充実を図ること


・地域政策研究センターを設置し、地域課題の研究・提言を行うとともに、地域活動をマネジメントできる人材を育成すること


・生涯教育センターを設置し、府民の主体的な参加を促進し、生涯教育の支援に努めること


・中小企業活性化のためのトータル支援システムを構築すること


　


　　























～経営マネジメントを改革～


　○法人の自律性・自主性を高めるため、地方独立行政法人制度のメリットを最大限活用し、組織マネジメント力を総点検の上、大学経営に民間的センスを吹き込む。


【改革の主な内容】


・理事長兼学長分離の検討や民間理事の積極的登用で法人体制を強化


・大学評価への意識改革により大学地位向上への取組みを強化


・教員組織の改革に加え、事務職員ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ化で事務組織を強化


・広報戦略センターを設置し、大学広報と入試広報の一体化や府立大学のブランド力強化戦略を練ること


～財務体質を強化～


　○府の運営費交付金が基本であるが、経常経費抑制、自己財源捻出等


の努力により、財務体質の強化を図り、自律性の高い運営をめざす。


【改革の主な内容】


・経常経費の抑制努力による効率的運営


・外部資金の戦略的獲得による自己財源捻出の努力


　・受益者負担の適正化に向けた教育設備負担金等の検討


　・大学運営費全体に占める運営費交付金の率引き下げへの努力











現代システム科学域


工学域


生命環境科学域


地域保健学域





工学部、生命環境科学部、


理学部、経済学部、人間社会学部、看護学部、総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学部








●地方公共団体が大学を設置することは政策的判断であるが、府とし


ては、人材育成や地域振興等の観点から府立大学存続の必要性があると判断し、税の投入を継続。


　●教育研究の展開に当っては、より府政の課題との共有感を高め、都


市大阪における成長戦略装置として、人材育成・研究開発の拠点をめざす。


　●税金を投入している意義について、説明責任を果たす。




















【8章　改革の工程】


○平成２２年３月末　　大学改革指針の成案化（→法人にて文部科学省への認可申請、府にて中期目標案の作成）


○平成２２年９月議会　中期目標案、定款変更案上程（→議決後、法人にて中期目標に基づき中期計画策定【知事認可】、定款変更を総務省・文部科学省へ届出）


○平成２３年４月　　　新大学スタート（旧学部は学生の卒業まで存続）※文部科学省の認可の関係で開学が1年遅れる可能性有





6章　経営の改革





1章　府立大学の存在意義　～府立大学への公費投入の意義～











　●社会経済環境が大きく変化する現代社会において、高度研究型大学として、明確な方針を掲げて教育・研究の質を向上させ、社会を牽引する人材の育成や研究開発を推し進める。


　●分野融合の視点から大学内の組織間はもとより、大学と府民、大学と企業などとの垣根をなくす姿勢を重視することで、大学の教育研究や地域貢献の活性化を進める。


　●的確、迅速な意思決定とその遂行を担う組織マネジメントの強化や教職員組織の改革を行うとともに、戦略的な財源確保などにより、自律性の高い経営をめざす。




















2章　府立大学の理念　～垣根のない大学～
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4章　教育の質の向上








